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平成 29年度決算に係る健全化判断比率等の審査について 
 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第3条第1項及

び第22条第1項の規定に基づき、平成30年7月31日付け総務第07－58号で審査に付さ

れた平成29年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類を審査した結果、別紙のとおり意見書を提出します。 
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平成29年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

平成 29 年度一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算等に基づく健全

化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負

担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

を対象に審査を実施した。 

 

２ 審査の方法 

知事から審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算

定の基礎となる事項を記載した書類について、 

① 法令に照らし、財政指標の算出過程に誤りがないか。 

② 法令等に基づき、適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか。 

③ 財政指標の基礎となった書類等が、適正に作成されているか。 

④ 財政指標の算定を行うに際して、客観的な事実に基づき、適切な判断が

行われているか。 

などに重点を置き、歳入歳出決算書、同付属書類及びその他の根拠資料等

と照合し、確認を行った。 

なお、審査にあたっては、関係部局において積算根拠等の妥当性、客観

性について確認したほか、公社・第三セクター等の調査を実施し、審査の

参考とした。 
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第２ 審査の結果 

１ 総合意見 

審査に付された下記、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の

基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認

められる。 

また、いずれの会計においても資金不足は発生していない。 

 

【健全化判断比率】 

比 率 名 平成 
27 年度 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

（参考） 

早期健全化基準 

実質赤字比率 －％ －％ －％ 3.75％ 

連結実質赤字比率 －％ －％ －％ 8.75％ 

実質公債費比率 14.4％ 14.3％ 14.2％ 25％ 

将来負担比率 184.7％ 188.4％ 189.4％ 400％ 

（注）１ 実質赤字比率は、黒字であることから算定されない。 

２ 連結実質赤字比率は、資金剰余（黒字）であることから算定されない。 

 

【資金不足比率】 

会 計 名 平成 
27 年度 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

（参考） 

経営健全化基準 

地方卸売市場事業 
特別会計 

－％ －％ －％ 

20％ 港湾整備事業 
特別会計 －％ －％ －％ 

流域下水道事業 
特別会計 －％ －％ －％ 

（注）各会計の資金不足比率は、資金剰余（黒字）であることから算定されない。 

 

２ 個別意見  

平成 27 年度から 29 年度の 3 か年平均により算定する実質公債費比率は

14.2％であり、早期健全化基準である 25％を下回っている。 

前年度算定値である 14.3％と比較すると 0.1 ポイント下回っている。 

 

平成29年度の将来負担比率は189.4％であり、早期健全化基準である

400％を下回っている。 

前年度算定値である 188.4％と比較すると 1.0 ポイント上回っている。 

 

今後も公債費が高い水準で推移することが見込まれることから、県債残

高及び公債費の適切な管理に努められたい。 
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＜参考＞ 

（１）実質赤字比率、連結実質赤字比率の算定における黒字額 (実質収支額) 

及びその比率 

項  目 
黒字額（実質収支額） 

及びその比率 
（参考）28 年度算定値 

実質赤字比率 
1,882,020 千円 3,276,441 千円 

0.43％ ※ 0.76％ ※ 

連 結 実 質 

赤 字 比 率 

33,531,950 千円 

一般会計等 1,882,020千円 

公営企業  31,649,930千円 

36,603,055 千円 

一般会計等 3,276,441 千円 

公営企業  33,326,614 千円 

7.75％ ※ 8.50％ ※ 

※比率：実質収支額／標準財政規模×100 

本県の場合は黒字比率となっている。 

 

（２）実質公債費比率、将来負担比率 

項  目 比  率 （参考）28 年度算定値 

実質公債費比率 14.2％ 14.3％ 

将来負担比率 189.4％ 188.4％ 
 

実質公債費比率＝ 
元利償還金等－（特定財源＋算入公債費等の額） 

標準財政規模－算入公債費等の額 

実質公債費比率は、当年度も含めた 3か年平均により算定されること

から、新たに算定対象となる平成 29 年度単年度分の算定項目と、算定

対象から除外される 26 年度単年度分の算定項目とを比較すると、分子

は、元利償還金等が増加しているが、災害復旧費等に係る基準財政需要

額の増により算入公債費等が増加したため、約 0.6 億円（△0.1％）減

少している。分母は、標準税収入額等の増による「標準財政規模」の増

加額が「算入公債費等の額」の増加額を上回り、約 51.6 億円（1.5％）

増加している。以上の要因により、平成 28 年度算定値 14.3％と比較す

ると、0.1 ポイント減少している。 

将来負担比率 ＝ 
将来負担額－充当可能財源等  

標準財政規模－算入公債費等の額 

平成 29 年度と 28 年度の算定基礎数値を比較すると、比率の分子であ

る「将来負担額」は、地方債現在高の増により約 74 億円（0.4％）増加

したが、控除対象である「充当可能財源等」は約 20.4 億円（0.2％）の

増加にとどまったため、分子全体としては約 53.6 億円（0.8％）増加し

ている。一方、比率の分母である「標準財政規模」は、標準税収入額等

の増により約 24 億円（0.6％）増加したが、控除対象である「算入公債

費等の額」が約 14.3 億円（1.9％）の増加にとどまったため、分母全体

としては約 9.7 億円（0.3％）増加した。以上の要因により、平成 28 年

度算定値 188.4％と比較すると、1.0 ポイント増加している。 
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（３）資金不足比率の算定における資金剰余額及びその比率 

 【公営企業会計（公営企業法非適用）】 

会  計 
資金剰余額 

及びその比率 

（参考） 

28 年度算定値 

地方卸売市場事業特別会計 
1,885 千円 1,338 千円 

0.94％ 0.70％ 

港湾整備事業特別会計 
1,799 千円 13,040 千円 

4.10％ 24.19％ 

流域下水道事業特別会計 
877,856 千円 785,792 千円 

15.83％ 14.48％ 

※比率：資金剰余額〔実質収支額〕／（営業収益－受託工事収益）×100 

本県の場合は黒字比率となっている。 

 

 【公営企業会計（公営企業法適用）】 

会計名 
資金剰余額 

及びその比率 

（参考） 

28 年度算定値 

水道事業会計 
11,790,311 千円 12,459,253 千円 

145.19％ 155.37％ 

工業用水道事業会計 
9,001,249 千円 9,733,098 千円 

173.70％ 187.29％ 

電気事業会計 
9,168,826 千円 9,242,753 千円 

688.57％ 807.20％ 

病院事業会計 
808,004 千円 1,091,340千円 

24.70％ 31.36％ 

※比率：資金剰余額（流動資産－流動負債等）／（営業収益－受託工事収益）×100 
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